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１．支援決定の状況 

 

〇累計の支援決定件数・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６６２件 
（２月末時点）  
※岩手県１６１件、宮城県３１０件、福島県７４件、青森県５３件、茨城県４０件、栃木県１０件、千葉県１１件、その他地域３件 
 

〇うち、２月の支援決定件数・・・・・・・１２件 
※岩手県３件、宮城県３件、福島県２件、青森県1件、千葉県３件 
 

○累計の相談受付件数・・・・・・・・・・・・・・・・ ２，４１６件 
※岩手県４７４件、宮城県１，０５５件、福島県３５６件、青森県１６０件、茨城県２０１件、千葉県１０３件、栃木県４０件、その他地域２７件 

 
〇買取対象債権の元本総額等 

（１）買取対象債権の元本総額・・・・・・・・・１，１０１億円 
 ※対象：支援内容に債権買取を伴う支援決定６３１件 
 
    債務免除の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１４億円 
    ※対象：支援内容に債務免除を含む支援決定４４７件 
 
（２）出資額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３億円 
 ※出資１１件（出資予定金額も含む） 
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○説明会・相談会の実施累積回数 ・・・・・ ３，２７５ヶ所（うち金融機関１，３０５ヶ所） 

２．相談受付・支援決定に向けた作業の状況（２月末時点） 

○相談受付状況、作業状況 

相談・依頼受付件数    ２，４１６件（＋５） 

① ：事業者や金融機関と具体的な協議を行っているもの   うち１５件（▲２） 

② ：社内方針決定済（①の調整を経て、支援決定に向けた調整中）   うち８３件（▲１４） 

③ ：支援決定を行ったもの 
（事業者が事業再生計画を策定し、メインバンクから支援表明書を受領したもの） うち６６２件（＋１２） 

④：①、②のうち現時点において、支援決定要件を満たす蓋然性の高いもの ６０件程度 

⑤ ：③のうち買取等決定を行ったもの 
（全ての関係金融機関から債権買取について同意があったもの） 

うち６４９件（＋１２） 
 

⑥ ：⑤のうち当機構で実際に債権買取等を行ったもの   うち６２６件（＋４）       

 
【参考】 
◆ ：制度に関する質問等で説明や助言等で一旦は終了しているもの うち１,５８１件（＋２６） 

◇ ：支援に関する相談を受け付けたが待機中となっているもの 
例えば 
・事業を再開する用地の見通しがついた段階で、当機構での具体的な相談を 
進めていきたい等の事業者の意向で、現在待機の状態となっているもの 
・相談時、制度に関する説明等を行い、現在事業者において検討中のもの 
 

うち７５件（▲１７） 
 

（ ）の数字は１月末時点からの増減 

（注２）②社内方針決定済８３件のうち７２件が、社内方針決定後９０日以上経過しており、事業再生計画の調整等に時間を要しています 

（注３）④６０件程度は、①②の案件を精査した結果、現時点において支援決定要件を満たす蓋然性の高いものです 

データ 

取得先 

７６０件 

（▲４） 

合計 

７２０件 

程度 

 

（注１）②には別途メインバンクからの支援表明書の提出をもって支援決定となる条件付支援決定５件が含まれています 
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  １０名以下 １０名超１００名以下 １００名超５００名以下 ５００名超 合計 

農業関連 １２ ６ ２ ０ ２０（±０） 

畜産関連 ４ ３ ０ ０ ７（▲２） 

水産関連 ９１ ７９ １ ０ １７１（＋２） 
  漁業 ５ ４ ０ ０ ９（＋１） 

  水産加工 ６３ ６２ １ ０ １２６（＋１） 

  その他（水産卸売等） ２３ １３ ０ ０ ３６（±０） 

建設・土木 ３４ １９ ０ ０ ５３（±０） 

造船関連 ７ ２ １ ０ １０（±０） 

自動車関連（整備・販売等） ２３ ４ ０ ０ ２７（±０） 

食品製造 １４ １８ １ ０ ３３（±０） 

  菓子製造 ５ ７ １ ０ １３（±０） 

  その他（酒造等） ９ １１ ０ ０ ２０（±０） 

その他製造 
（金属加工、電子部品製造等） 

３８ ４４ ２ ０ ８４（▲１） 

運輸・倉庫 １２ ２４ ３ ０ ３９（▲１） 

卸売業 ２０ ９ ０ ０ ２９（＋１） 

小売業 ７９ ２０ １ ０ １００（▲１） 
不動産 １６ １ ０ ０ １７（▲１） 

飲食業 ４４ １６ ０ ０ ６０（＋１） 

観光関連（宿泊業等） ２２ １５ ０ ０ ３７（▲１） 

生活関連サービス 
（理美容・冠婚葬祭等） 

１７ １０ １ ０ ２８（▲１） 

教育（学校、学習支援） ３ １ ０ ０ ４（±０） 

医療・介護 
６ ４ ４ １ １５（±０） 

その他業種（技術サービス等） １６ ９ １ ０ ２６（±０） 

合計 

（比率） 
４５８ 
（６０%） 

２８４ １７ １ ７６０（▲４） 

（ ）の数字は１月末時点からの増減 

３．データ取得先の業種別・地域別・規模別一覧 
 

 
（ア）データ取得先の業種分野別・従業員数別の一覧（２月末時点） 
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３．データ取得先の業種別・地域別・規模別一覧 
 

 
（イ）データ取得先の地域別・金額規模別状況（２月末時点） 

（注2）他＝栃木県、長野県、静岡県 （注１）大口＝借入金10億円以上、中口＝借入金1～10億円未満、小口＝1億円未満 

（注３）塩竈市等には、東松島市・松島町・利府町・多賀城市・七ヶ浜町を含む 
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４．支援決定一覧（２月） 

所在地等 業種 関係金融機関 被災状況 支援の内容 

第653号 青森県 廃棄物処理業 県内金融機関他 津波により設備が損壊、一時営業停
止を余儀なくされる。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
利息減免 

第654号 福島県浜通り 観光業 県内金融機関他 津波により事務所・設備が損壊、一時
営業停止を余儀なくされる。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
元金支払猶予、利息減免 

第655号 宮城県沿岸部 小売業 県内金融機関他 震災により事務所が損壊。販売先の
被災により売上が減少。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
元金支払猶予、利息減免、新規融資
への債務保証 

第656号 福島県中通り 食品製造業 県内金融機関他 
 

震災により店舗が損壊、風評被害に
よる客足の減少により売上が減少。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、 
元金支払猶予、利息減免 

第657号 岩手県沿岸部 水産加工業 県内金融機関他 
 

津波により事務所兼工場が全壊、機
械設備・在庫が流出。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
元金支払猶予、利息減免 

第658号 岩手県内陸部 小売業 県内金融機関他 震災により倉庫が損壊、販売先の廃
業により貸倒が発生。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、 
元金支払猶予、利息減免 

第659号 
 

岩手県沿岸部 技術サービス業 県内金融機関他 津波により工場が損壊、機械設備・仕
掛品が流出。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、 

元金支払猶予、利息減免、新規融資
への債務保証 

第660号 千葉県 水産卸売業 県内金融機関他 風評被害により売上が減少、津波に
よる浸水により在庫破棄を余儀なくさ
れる。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
利息減免、出資 

第661号 千葉県 卸売業 県内金融機関他 
 

震災による取引先の廃業により売上
が減少。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
元金支払猶予、利息減免、新規融資
への債務保証 

第662号 宮城県沿岸部 自動車整備業 県内金融機関他 
 

津波により工場・設備が流出、一時営
業停止を余儀なくされる。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、 
元金支払猶予、利息減免 

第663号 宮城県沿岸部 水産加工業 県内金融機関他 
 

津波により事務所・工場が全壊、在庫
が流出。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
元金支払猶予、利息減免、新規融資
への債務保証 

第664号 千葉県 水産加工業 県内金融機関他 
 

津波により設備が損壊、風評被害に
より売上が減少。 

震災前債権の買取り、一部債務免除、
元金支払猶予、利息減免、新規融資
への債務保証 

６ 
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５．これまでの支援内容の特徴 

支援手法分類 

債権買取（一部債務免除） 新規融資への保証 出資 つなぎ融資 

６３１件（４４７件） ２１１件 １１件 ３４件 

（注）同一の案件について、複数の支援手法を用いている場合があるため、支援決定件数とは一致しません。 

（イ）債権買取価格の分布 

対象：債権買取を伴う支援決定６３１件 

２０００万円未満 ２０００万以上 
５０００万円未満 

５０００万以上 
１億円未満 

１億以上 
１０億円未満 

１０億円以上 

３２６件 １４１件 ７８件 ８５件 １件 

（ア）支援の内容別分類 

【本件に関するお問い合わせ先】  

（株）東日本大震災事業者再生支援機構                  
                                     仙台本店 総務部     （担当：山本）            Ｔｅｌ：０２２‐３９３‐８８０８ 

    東京本部 企画調整室（担当：野崎、川口、橋本）     Ｔｅｌ：０３-６２６８-０１３３ 

６．平成27年10月～12月末に支援決定に係る全ての再生支援を完了した事業者 

所在地等 業種 被災状況 

岩手県内陸部 宿泊業 震災により設備が一部損壊 

福島県浜通り 建設業 原発事故により事業拠点が避難区域に指定されたことで、
売上が大幅に減少 

宮城県沿岸部 食品製造販売業 津波により店舗及び設備が損壊し、在庫流出 


